
  令和 7年度事業報告 

第１ 事業報告概要 

令和７年度の日本経済は、緩やかな回復基調を維持しつつも、不安定な国際情勢や 

エネルギー価格の変動、資材価格の高止まりなど、先行きに不確実性を抱える状況が

続きました。企業収益は一定の改善が見られたものの、物価上昇や人件費増加への対応が  

求められ、日本経済全体としては構造的課題への取組みが加速した一年でもあります。 

 このような経済環境のもと地域建設業においては、国土強靱化施策や都市再開発の進展に 

より、公共・民間双方で一定の建設需要が維持されました。一方で、建設資材価格の高騰、   

労務費の上昇などにより、経営環境は依然として厳しく、地域建設業の持続的な経営基盤の 

確立が重要な課題となっています。 

また、建設業全体では、担い手不足の深刻化、働き方改革関連法への対応、週休２日制の  

実現、ICT施工・DXの導入促進など、構造的課題が一層顕在化しました。これらの課題は地域

建設業にも直結しており、加えて、将来の建設業を担う人材の確保・育成のために、若年層の

入職促進、女性活躍の推進、労働環境の改善、技術者育成など、魅力ある産業へと転換する  

ための取組みが求められています。 

当協会は、このような地域建設業を取り巻く環境の変化を踏まえ、行政機関・関係団体との

連携をさらに強化し、公共工事の適正な施工確保、技術力向上のための研修事業、担い手確保

に向けた教育支援、災害協定に基づく地域防災力の向上など、会員企業の経営環境改善と  

社会的責務の遂行に資する事業を実施してまいりました。 

具体的には、国県等の行政機関等への要望や意見交換、国会議員等への要望書提出などを

様々な機会を通じて行うことにより、地域建設業の経営環境や現場環境等の改善に資する活動

を行ってまいりました。 

また、地元建設業への理解を深めてもらうために、県内工業高校に対し出前講座や建設現場

見学会への支援を引き続き実施するとともに、県立横須賀工業高校におけるデュアル教育に 

ついての協力支援などに取り組んでまいりました。 

さらに、建設業のイメージアップ活動として、箱根駅伝清掃活動等を実施するとともに、  

協会活動を広く周知するためにインスタグラムなどＳＮＳの活用にも取り組んだところです。 

このような令和７年度事業の実施にあたっては、会員の皆様の多大なご協力をいただきまし

たことに改めて感謝申し上げます。 

また、協会の運営に当たりましては、引き続き経費の抑制など効率的な事務事業の執行に 

努めてまいりましたことを報告いたします。 



 

 

 

第２ 事業活動 

Ⅰ 国・県等への要望活動 

  １ 国への要望活動 

⑴ （一社）全国建設業協会を通じた要望 

  ア 令和８年度税制改正に関する要望（令和７年７月25日） 

全建としての要望項目を次のとおり取りまとめ、国土交通省に対し要望した。 

(ｱ) 欠損金の繰戻し還付制度における中小企業者等に係る特例措置 の延長  

(ｲ) 少額減価償却資産の損金算入限度額の引上げ等  

(ｳ) 地方拠点強化税制の延長 

(ｴ) 試験研究を行った場合の上乗税額控除の延長 （中小企業技術基盤強化税制） 

(ｵ) 非上場企業等の事業承継税制及び特例承継計画の提出期限の延長  

(ｶ) 新築住宅に係る固定資産税の減額措置の延長 

(ｷ) インボイス制度に係る２割特例制度の延長 

(ｸ) 相続税等の納税猶予を受けた農地を公共事業用地として譲渡した 者に対する利子税免除措置

の延長 

(ｹ) 東日本大震災により被害を受けられた方が作成する建設工事の 請負に関する契約書に係る印

紙税の課税免除措置の延長 

(ｺ) 工事請負契約書に係る印紙税の撤廃等 

(ｻ) 建設現場における仮設現場事務所等について、法人住民税及び 事業税における「事務所・事業

所」からの除外 

イ 地域懇談会・ブロック会議の意見を取りまとめた要望（令和７年11月18日） 

令和７年度の地域懇談会・ブロック会議開催の結果、「国土強靭化･社会資本整備を着実に  

推進し、地域建設業がその社会的使命をこれからも果たしていくために」として取りまとめ、

全建として自民党及び国土交通省に要望した。 
 

⑵ 関東甲信越地方ブロック会議（令和７年10月８日） 

国土交通省の見解を求めながら、次の各事項について各県協会から要望した。 

   ア 公共工事予算の拡充について 

  イ 建設業の柔軟な働き方について 

   ウ 外国人材受入における地域社会での共生に向けた取り組み等について 

  エ 生産性向上のための ICT技術者の育成について 

  オ 熱中症対策に対応した積算基準の見直しについて 

  カ 建設工事における最低制限価格の算定基準率の引き上げについて 

  キ 建設従事者の適正な賃金確保について 

  ク 第三次・担い手３法の徹底について 

  ケ 「地域インフラ群再生戦略マネジメント(群マネ)の取組み推進について 
 
⑶ 三県連絡協議会（令和7年7月23日） 

    神奈川県、埼玉県及び千葉県の各協会で、関東甲信越地方ブロック会議（10月８日）における

国への要望事項について協議するとともに、諸課題について情報・意見交換を行った。 

ア 公共事業予算の確保について（埼玉県、神奈川県提出） 

イ 入札・契約制度の見直しについて（埼玉県、千葉県、神奈川県提出） 

ウ 担い手３法の徹底について（埼玉県、神奈川県提出） 

エ 働き方改革の推進について（埼玉県、千葉県提出） 

オ 円滑な工事施工について（千葉県、神奈川県提出） 

カ IM/CIM運用に伴う支援体制について（千葉県提出） 
 

⑷ 全建と国土交通省道路局との意見交換会（令和７年５月９日） 

   全建と国土交通省道路局との意見交換会に出席し、当協会からは広域道路ネットワークの整備

推進、防災対策、インフラの老朽化対策について意見交換をした。 
 
 
 



 

 

 
⑸ 関東地方整備局との意見交換会 

ア 関東地方整備局幹部との意見交換会（令和７年６月９日） 

関東地方整備局長他幹部と、令和6年度補正予算、令和7年度当初予算の執行状況等について

意見交換を行った。 

イ 関東地方整備局との意見交換会（令和７年11月27日） 

(ｱ) 情報提供 

  ・ 関東地方整備局の取組について 

     ・ 建設産業行政の最近の動き 

     ・ （一社）神奈川県建設業協会の活動状況 

    (ｲ) 前年度意見要望への対応状況 

(ｳ) 協会からの要望事項 

 ・ 公共事業予算の拡充と早期執行について 

 ・ 市町村における品確法運用指針の徹底 

 ・ 入札契約制度・運用の改善について 

 ・ 適切な現場対応について 

 ・ ＤＸの推進について 

 ・ 地域の建設業を見据えた官民連携の取組について 

ウ 関東甲信地域における建設業の担い手の確保に関する意見交換会（令和７年６月６日） 

関東地方整備局と関東地方整備局管内都県、政令市及び各都県建設業協会等と建設業の 

担い手確保のため、担い手法の趣旨を踏まえ、建設業の週休２日の推進、魅力など効果的な 

PRについて連携した取り組み方針を申しあわせた。 

エ 関東地方整備局 県内事務所長との意見交換会（令和８年２月26日） 

(ｱ) 協会からの要望事項 

     ・ 公共事業予算の拡充と早期執行について 

     ・ 入札契約制度・運用の改善について 

     ・ 働き方改革への対応について 

   ・ 適切な現場対応について 

     ・ DXの推進について 

     ・ 建設業の魅力向上のための産官学の連携について 

    (ｲ) 意見交換会 

     ・ 労働費に関する基準 

・ 猛暑パッケージ 

     ・ 人材確保 

     ・ 建設業を取り巻く最近の動向 
 

⑹ 菅衆議院議員への要望 

   ア 国土強靭化と公共事業予算の拡充、適正な予定価格の設定および最低制限価格率の引き上げ、  

地域インフラ整備について                  （令和７年６月26日） 

   イ 国土強靭化と公共事業予算の拡充、適正な予定価格の設定および最低制限価格率の引き上げ、

夏季期間における労務単価の引上げ、地域インフラ整備について （令和７年12月12日） 
 

⑺ 中野国土交通大臣への要望（令和７年７月11日） 

国土強靭化と公共事業予算の拡充、適正な予定価格の設定および最低制限価格率の引き上げ、  

地域インフラ整備について要望を行った。 
 
参考１ 公共工事設計労務単価の引上げ（令和８年3月1日適用） 

51職種全国平均    前年比 4.5％増（平成24年度比 94.1％増） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

 
参考２ 令和８年度税制改正要望結果 

・欠損金の繰戻し還付制度における中小企業者等に係る特例措置の恒久化または延長 

→制度の恒久化は認められなかったが適用期限が２年間延長された。（令和10年３月31日まで） 

・少額減価償却資産の損金算入限度額の引上げ等 

→適用期限の３年間延長が認められた。（令和11年３月31日まで） 

 →年間限度額の引上げは認められなかったが、対象となる減価償却資産の取得価格が 

40万円未満（現行：30万円未満）に引上げられた。ただし、対象となる法人から常時使用 

する従業員の数が400人を超える法人は除外となった。 

・地方拠点強化税制の延長 

 →オフィス減税と雇用促進税制を一体での要件とした上で、適用期限の２年間延長が 

認められた。（令和10年３月31日まで） 

・試験研究を行った場合の上乗税額控除の延長（中小企業技術基盤強化税制） 

 →適用期限の３年間延長が認められた。（令和11年３月31日まで） 

・非上場企業等の事業承継税制及び特例承継計画の提出期限の延長 

 →事業承継税制の恒久化は認められなかったが、特例継承計画の提出期限の１年６月間延長が 

認められた。（令和９年９月30日まで） 

・新築住宅に係る固定資産税の減額措置の延長 

 →適用期限の５年間延長が認められた。（令和13年３月31日まで） 

・インボイス制度に係る２割特例制度の延長 

 →小規模事業者に対する２割特例制度は、個人事業者についてのみ納税額を売上税額の 

３割とする経過措置として２年間に限り講ずることとなった。（令和10年３月31日まで） 

・相続税等の納税猶予を受けた農地を公共事業用地として譲渡した者に対する利子税免除 

措置の延長 

→適用期限の５年間延長が認められた。（令和13年３月31日まで） 

・東日本大震災により被害を受けられた方が作成する建設工事の請負に関する契約書に係る 

印紙税の課税免除措置の延長 

→適用期限の３年間延長が認められた。（令和11年３月31日まで） 

ただし、令和９年４月１日以後は福島県の区域のみ対象 

・工事請負契約書に係る印紙税の撤廃等 

 →印紙税の撤廃は認められなかった。 
 
２ 県等への要望活動 

⑴ 神奈川県議会議員団への要望 

    自由民主党神奈川県議会議員団    （令和７年６月11日） 

かながわ未来神奈川県議会議員団   （令和７年７月10日） 

日本維新の会神奈川県議会議員団   （令和７年７月31日） 

公明党神奈川県議会議員団      （令和７年８月７日） 

ア 公共事業予算の拡充について 

 (ｱ) 地域インフラ整備について 

 (ｲ) 公共事業予算の早期執行 

  (ｳ) 施工時期平準化の推進 

   イ 入札契約制度の改善について 

    (ｱ) 最低制限価格率の引上げについて 

(ｲ) 特定共同企業体取扱要綱及び基準の改定について 

(ｳ) 「インセンティブ発注」、「いのち貢献度指名競争入札」の運用について 

(ｴ) 主任技術者の兼務について 

(ｵ) 議会の議決に付さなければならない契約金額の見直しについて 

(ｶ) 市町村における品確法運用指針の徹底 

(ｷ) 工事発注に係る事前調整等について 

ウ 働き方改革及び現場環境の整備について 

  (ｱ) 週休２日制の条件整備について 

(ｲ) 建設現場における熱中症対策について 

 (ｳ) 建設現場の環境整備ついて 
 
 



 

 

 
⑵ 神奈川県県土整備局との懇談会 

ア 県土整備局幹部との懇談会（令和７年８月21日） 

(ｱ) 公共事業予算の拡充と早期執行について 

          ・ 令和８年度公共事業予算の拡充について 

・ 地域インフラ整備について 

・ 施工時期平準化の推進 

    (ｲ) 入札契約制度の改善について 

・ 最低制限価格率の引上げについて 

・ 特定共同企業体取扱要綱及び基準の改定について 

・ 「インセンティブ発注」、「いのち貢献度指名競争入札」の運用について 

・ 主任技術者の兼務について 

・ 市町村における品確法運用指針の徹底 

・ 随意契約の引上げに伴う契約書省略金額の引上げについて 

・ 包括的民間委託の導入に向けた検討について 

・ 公共工事標準請負契約約款の見直しについて 

・ 工事発注に係る事前調整等について 

(ｳ) 働き方改革及び現場環境の整備について 

  ・ 週休２日制条件整備について 

・ 働き方改革に対応する積算上の経費増額等について 

・ 建設現場における熱中症対策について 

・ 建設現場の環境整備について 

・ DXへの対応について  

イ 県土整備局所長会との意見交換会（令和７年12月５日） 

(ｱ) 公共事業予算の拡充と早期執行について 

・ 令和８年度公共事業予算の拡充について 

・ 地域のインフラ整備について 

・ 施工時期平準化の推進及び早期発注について 

(ｲ) 入札・契約に係る事項について  

・ 最低制限価格率の引上げについて 

・  「インセンティブ発注」、「いのち貢献度指名競争入札」の運用について 

・  取り抜け方式の活用について 

・  随意契約の引上げに伴う契約書省略金額の引上げについて 

・  総合評価方式の活用について  

・  包括的民間委託の導入にむけた検討について  

・  政令市の工事発注に係る参加資格の所在地の設定について 

(ｳ) 働き方改革及び現場環境の整備について 

・ 週休２日制の推進及び働き方改革に対する積算上の経費増額等について 

(ｴ) 適切な現場対応について 

・ 工事発注に係る事前調整等について 

・ 熱中症の対策について  

・ 建設現場の環境整備について 

(ｵ) DXへの対応について  

(ｶ) 災害時の情報共有システムについての運用について 

ウ 県住宅営繕事務所との意見交換会（令和８年３月16日） 

(ｱ) 公共建築工事の計画的事業執行等について 

(ｲ) 入札・契約について 

・最低制限価格率の引上げについて 

・特定共同企業体取扱要綱及び基準の改定について 

・積算に係る事項について 

・資材単価等への対応について 

・夏季期間における労務単価について 

・単位施工単価の適用について 
 



 

 

 
(ｳ) 工事の施工に係る事項 

・工事の着手について 

・設計変更への対応について 

・週休２日制について 

・熱中症対策について 

・建設現場の環境整備について 

(ｴ) 公共建築工事におけるＤＸの取組について 

エ 神奈川県県土整備局河川下水道部砂防課との意見交換会及びヒアリングの実施 

（令和７年７月10日） 

急傾斜歩掛りについて横須賀支部から要望が出されたことから、横須賀支部会員と砂防課と

の意見交換を実施するとともに砂防課から法面 ICT施工に関するヒアリングを行った。 
 
３ 市町村等への要望活動 

週休２日制工事の取組の推進等に関する要望 

  週休２日制工事への取組推進のため地元支部長と共に以下の自治体へ要望を行った。 

大磯町 （令和７年８月28日） 

二宮町 （令和７年８月28日） 

清川村 （令和７年９月１日） 

開成町 （令和７年９月１日） 

中井町 （令和７年９月１日） 

南足柄市（令和７年９月４日） 

山北町 （令和７年９月10日） 

大井町 （令和７年９月10日） 

松田町 （令和７年９月１日） 
 
参考1  公共工事設計労務単価の引上げ（令和８年3月1日適用） 

国土交通省が発表した神奈川県48職種の平均 3.9％増（平成24年度比 94.1％増） 
 
参考２ 最低制限価格率の改正 

・現場管理費の参入率に用いる「工事規模による補正係数（α）」の工事価格帯の引上げ 

・土木工事については「施工困難による補正係数（β）の対象金額を5千万円から7千万円未

満に引き上げ 
 
４ 入札・契約制度等に関する調査の実施 

⑴ 神奈川県土木施工管理技士会と連携した支部ヒアリング（11支部）及び意見交換会（５支部）

の実施（令和７年５月13日～６月６日 参加人数 延べ249名） 
 
⑵ 関東地方整備局との意見交換会に向けた公共土木工事における現場対応等に係るヒアリング 

国直轄工事の参加会員を対象に、国直轄工事の入札契約及び現場対応等に関する現状と改善要

望を把握することを目的に実施した。 

実施日 令和７年７月28日～８月１日（延べ３日間）参加会員（10社 19名） 
 

５ その他要望に関する調査の実施 

⑴ 会員企業の現況調査（令和７年４月） 

⑵ 神奈川県内工事：発注者・工種別 請負金額・件数の推移調査（令和７年４月） 

⑶ 県土整備局土木事務所別 土木工事請負金額の比較・推移調査（令和７年４月） 

⑷ 大規模災害発生時における災害協定に基づく調査について（令和７年４月） 

⑸ 地元建設業協会等における市町村との意見交換会の開催状況及び要望書の提出状況調査 

（令和７年７月） 

⑹ 関東地方整備局、県土整備局所長会及び技術管理課との意見交換会に向けたアンケート調査 

（令和７年10月） 

⑺ 県土整備局発注土木工事受注に係るアンケート調査（令和７年10月） 

⑻ 県土整備局・県住宅営繕事務所発注建築工事に係るアンケート調査（令和８年１月） 
 



 

 

 

Ⅱ 企業の技術力と経営力の向上 

１ 研修会・講習会の実施 

「神奈川県土木施工管理技士会」等の協力を得て、各種研修会・講習会・説明会を実施した。 

８講座13回、受講者数461名 

  ⑴ 国・県発注工事関係説明会 

ア 関東地方整備局の入札・契約、総合評価の実施方針等に関する説明会及び 

南関東防衛局発注建設工事入札・積算等の説明 

共 催  （一社）神奈川県建設業協会・神奈川県建設産業団体連絡協議会 

神奈川県土木施工管理技士会 

協 力  関東地方整備局、南関東防衛局 

内 容  ① 南関東防衛局発注工事に関する説明 

        ② 関東地方整備局入札・契約、総合評価の実施方針等に関する説明 

         ・ 令和7年度入札・契約、総合評価の実施方針等について  

・ 営繕工事における各種取り組みについて 

        ・ 建設 DXの取組について（ICT・BIM/CIM） 

        ・ 円滑な施工確保に向けた各種取り組みについて 

開催日  令和７年６月10日 

会 場  神奈川県建設会館 

参加者  63名（内リモート34名） 

イ 「県発注工事技術管理説明会」及び「DX推進研修会（基礎編）」 

      共 催  （一社）神奈川県建設業協会、神奈川県土木施工管理技士会 

      協 力  神奈川県県土整備局 

      協 賛  神奈川県建設産業団体連絡協議会 

      内 容  ① 神奈川県発注工事における重点事項について 

② DX推進研修会（基礎編） 

   ・  ICT工事説明 

・  ASP・遠隔臨場体験研修 

    開催日・会場・参加者 

令和７年７月23日 横浜（神奈川県建設会館） 40名 

令和７年７月24日 足柄（足柄合同庁舎） 17名 

令和７年７月25日 小田原（お堀端コンベンションホール）  ９名 

令和７年７月30日 藤沢（藤沢土木協同組合） 12名 

令和７年８月６日 
厚木（厚木商工会議所） 16名 

平塚（平塚合同庁舎） 12名 
  
  ⑵ その他講習会・研修会 

ア １級土木施工管理技士（一次検定）受験対策講座 

  共 催  （一社）神奈川県建設業協会・神奈川県土木施工管理技士会 

  開催日  令和７年５月27日、５月28日 

会 場  神奈川県建設会館 

参加者  45名（内リモート６名） 

イ １級土木施工管理技士（二次検定）受験対策講座 

  共 催  （一社）神奈川県建設業協会・神奈川県土木施工管理技士会 

開催日  令和７年８月27日、８月28日 

会 場  神奈川県建設会館 

参加者  26名（内リモート５名） 

   ウ １級土木施工管理技士（二次検定）受験対策講座「施工経験記述個別解説」 

主 催  （一社）神奈川県建設業協会 

開催日  令和７年９月25日、９月26日、10月２日（３日間の内、１名30分） 

会 場  神奈川県建設会館 

参加者  17名（内リモート８名）  
 



 

 

 
   エ １級建築施工管理技士（一次検定）受験対策講座 

主 催  （一社）神奈川県建設業協会 

開催日  令和７年６月30日、７月１日 

会 場  神奈川県建設会館 

参加者  50名（内リモート10名） 

オ １級建築施工管理技士（二次検定）受験対策講座 

     主 催  （一社）神奈川県建設業協会 

開催日  令和７年９月30日、10月１日 

会 場  神奈川県建設会館 

参加者  25名（内リモート６名） 

   カ 建設廃棄物の適正処理に係る講習会 

共 催  （一社）神奈川県建設業協会・神奈川県土木施工管理技士会  

建設マニフェスト販売センター 

開催日  令和７年７月２日 

会 場  神奈川県建設会館 

参加者  63名 

キ 公共工事における土木工事積算必携講習会 

共 催  (一社)神奈川県建設業協会・神奈川県土木施工管理技士会・(一財)経済調査会 

開催日  令和７年６月９日 

会 場  神奈川県建設会館 

参加者  81名 

ク 公共工事と会計検査講習会 

共 催  (一社)神奈川県建設業協会・神奈川県土木施工管理技士会・(一財)経済調査会 

開催日  令和７年10月８日 

会 場  神奈川県建設会館 

参加者  64名 

ケ 土木工事積算初心者セミナー 

共 催  （一社）神奈川県建設業協会・神奈川県土木施工管理技士会 

開催日  令和７年10月21日 

会 場  神奈川県建設会館 

参加者  48名 

コ 「公共建築工事における新積算方式」説明会 

主 催  （一社）神奈川県建設業協会 

開催日  令和８年３月４日 

会 場  神奈川県建設会館 

参加者  127名（内リモート78名） 
 
２ DX、新技術導入に向けた取組 

⑴ 営繕工事における ASP・遠隔臨場 操作研修会 

        共 催  （一社）神奈川県建設業協会、神奈川県県土整備局都市部技術管理課 

        協 力  ㈱アイサス、川田テクノシステム㈱、㈱建設システム、㈱ビーイング 

     開催日  令和７年８月19日、８月25日、９月４日、９月５日 

     会 場  神奈川県建設会館 

     内 容  ・ 神奈川県における ASP・遠隔臨場の取組について 

          ・ ASP、遠隔臨場の操作実習 

     参加者  55名 
 
⑵ 営繕工事における ASP・遠隔臨場運用モデル工事試行体験の実施 

     協 力  神奈川県県土整備局都市部技術管理課、㈱アイサス 

     実施工事 神奈川県県土整備局住宅営繕事務所が所管する発注工事 計10工事 

（建築工事2件、機械工事2件、電気工事6件） 

     内 容  営繕工事における生産性の向上および業務の効率化を目的として、ASPを用いた情

報共有と、遠隔臨場による現場確認の試行を実施。使用するソフトを無償提供した。 



 

 

 
⑶ 神奈川県 DX・i-Construction推進連絡会（実務者部会）への参画 

構成団体：(一社)神奈川県建設業協会、神奈川県、政令指定都市、関東地方整備局管内事務所 

ア 神奈川県 i-Construction 推進連絡会 実務者部会会議 

(ｱ) 第8回 令和７年５月29日  神奈川県庁新庁舎 

(ｲ) 第9回 令和７年12月19日  神奈川県庁西庁舎 

(ｳ) 第10回 令和８年３月５日  Web会議 

  イ かながわ建設 DXセミナー 

    共 催  神奈川県、（公財）神奈川県都市整備技術センター 

    開催日  令和８年１月16日 

    会 場  横浜市開港記念会館 

    内 容  ICTに関する5題目について講演 

    参加者  142名 

 ウ ICT施工経営者セミナー 

    主 催  神奈川県 DX・i-Construction推進連絡会 

    開催日  令和８年２月24日 

    会 場  横浜新港合同庁舎 

    内 容  ICTアドバイザーによる講演及び意見交換会 

    参加者  51名（内リモート24名） 

   エ 神奈川県「はじめの一歩現場体験会+α実践編」 

     主 催  神奈川県 DX・i-Construction推進連絡会 実務者部会 

     共 催  CONTACT(建設戦略会議) 

    開催日  令和７年６月３日～６日 県内4か所で実施 

     場 所  県土木事務所等（足柄・横須賀・藤沢・厚木） 

     内 容  神奈川県の取組、ICT活用方法の概要説明 

３次元設計データ作成体験（屋内） 

３次元設計データの活用体験（屋外） 

    参加者  62名 

   オ 神奈川県「はじめの一歩現場体験会“入門型”解説編」 

     主 催  神奈川県 DX・i-Construction推進連絡会 実務者部会 

     共 催  CONTACT(建設戦略会議) 

     開催日  令和７年８月26日～29日 県内４か所で実施 

     場 所  県土木事務所等（小田原・綾瀬・茅ヶ崎・横浜） 

     内 容  神奈川県の取組、ICT活用方法の概要説明 

３次元設計データ作成体験（屋内） 

３次元設計データの活用体験（屋外） 

３次元出来形管理帳票の作成（屋内） 

     参加者  66名 

   カ 神奈川県「ホンキの一歩現場体験会」 

     主 催  神奈川県 DX・i-Construction推進連絡会 実務者部会 

     共 催  CONTACT(建設戦略会議) 

     開催日  令和７年９月30日～10月３日 県内４か所で実施 

     場 所  県土木事務所等（足柄・厚木・横須賀・茅ヶ崎） 

     内 容  神奈川県の取組、ICT活用方法の概要説明 

３次元設計データ作成体験（屋内） 

３次元設計データの活用体験（屋外） 

３次元出来形管理の概要（屋内） 

３次元データ・ICT建機の活用体験（野外） 

３次元出来形管理帳票の作成（屋内） 

     参加者  66名 
 
 
 
 
 
 



 

 

 
キ かながわ建設ＤＸセミナー2025～ＩＣＴ活用で現場の今をアップデート！～ 

 共 催 神奈川県、（公財）神奈川県都市整備技術センター 

 協 力 （一社）神奈川県建設業協会 

 開催日 令和８年１月 16日 

 会 場 横浜市開港記念会館 

 内 容 神奈川県のＩＣＴ活用工事の取組 

ICT要領の調べ方と簡易なＩＣＴ導入方法 

小さな現場でこそ光る建設維新ＩＣＴ3.0 

ＩＣＴ施工を始めて、得たもの、失ったもの 

建設ＩＣＴの裾野拡大 

     参加者 125名 
 

Ⅲ 建設人材の確保育成 

１ 建設労働者確保育成事業の推進 

⑴ 事業計画策定・調査 

    事業推進委員会（労務・環境委員会）の開催 

  ア 第１回 令和７年６月17日 

         議題 ・令和7年度要望事項について 

            ・神奈川県建設業協会の戦略的広報（案）について 

            ・女性技術者交流会について 

            ・若手・中堅社員フォローアップ研修実施方針（案）について 

            ・出前講座 協力企業応募状況及び依頼状況 

            ・魅力ある労務環境づくり研修会について 

   イ 第２回 令和８年２月25日 

         議題 ・令和８年度各委員会主要事業計画（案）について 

・建設系工業高校との連携事業について 

・県内工業高校の最寄り駅における人材確保に向けたポスター広告について 

・女性部会について 
 

⑵ 入職促進のための懇談会・現場見学会等 

ア 大学･専門学校及び建設工芸専門部との情報交換会（令和７年７月29日） 

(ｱ) 大学・専門学校との懇談会 10：30～12：00 

   出席者 学校側 ８校８名（大学：３名、専門学校：５名） 

       協会側 15名（役員：８名、採用担当者：２名、事務局：５名） 

(ｲ) 県高等学校教科研究会工業部会建設工芸専門部との懇談会 13：00～14：30 

   出席者 工業高校側 ６校８名 

       協会側 14名（役員：８名、採用担当者：１名、事務局：５名） 

   イ 出前講座の実施 

   県内の建設系工業高校が実施するキャリア教育に協力するとともに、建設業に対する理解や

関心を深め、地域の建設業を身近に感じてもらい、地元建設業の担い手確保につなげていくこ

とを目的に実施した。 

   なお、今年度より、施工管理を楽しみながら学ぶことが出来るよう、講座内容を見直し開催

した。 

   ・ 講座内容 施工管理を学んでみよう（マシュマロゲーム） 

・ 地元の建設会社を知ろう（協力企業による企業説明） 

高校名 開催日 参加者 協 力 企 業 数 

①磯子工業高校  R7.6.24 2年生 31名 ㈱センチュリー工業、㈱デック、根本建設㈱、 

宮本土木㈱、㈱渡辺組 

②横須賀工業高校 R7.10.8 2年生 33名 ㈱花和産業、㈱いづみ工事、馬淵建設㈱、 

㈱甲斐組 

③神奈川工業高校 

(全日制) 

R7.12.11 １年生 80名 ㈱キクシマ、京急建設㈱、大洋建設㈱、 

㈱松尾工務店 



 

 

 
④藤沢工科高校  R7.12.15 ２年生 55名 ㈱門倉組、三和工業㈱、浅岡建設㈱、相模開発㈱、

㈱エス・ケイ・ディ 

⑤向の岡工業高校 R7.12.16 ２年生 58名 ㈱北島工務店、㈱水村工務店、司建設㈱、㈱林間 

ウ 企業ＰＲコンテンツの制作 

    神奈川県内の建設業で働く魅力や、会員企業への入職を促すためのPRコンテンツ「かながわ  

建設企業Job's BOOK 2025」をデジタルブックとしてホームページで公開した。 

このコンテンツをPRするため、二次元コード付きのミニノートを作成し、高校生等に配布した。 

また、コンテンツ内ではインターンシップや現場見学会の受け入れ希望企業がひと目でわか

るように工夫し、利用者の利便性を高めた。 

エ 「建設業界ガイドブック」の高校への配布 

     建設産業人材確保・育成推進協議会（（一財）建設業振興基金）作成の「建設産業ガイド 

ブック」を県内建設系学科のある７校に配布した。 

オ 建設現場見学会 

県内工業高校６校に対し、建設現場見学会を行う場合のバス借上げ代（上限 15万円）又は公共交

通機関運賃（生徒毎に実費）を補助 

高校名 開催日 参加者 見 学 現 場 

①向の岡工業高校 R7.5.30 3年生18名 ・県営横内団地公営住宅新築工事 

・横浜中央卸売市場本場青果部施設整備工事 

②向の岡工業高校 R7.5.30 3年生21名 ・マリーナ水域・護岸新設工事 

③小田原城北工業高校 R7.6.19 1年生14名 ・横浜中央卸売市場本場青果部施設整備工事 

・県営横内団地公営住宅新築工事 

④横須賀工業高校  R7.7.23 2年生33名 ・横浜湘南道路トンネル工事 

⑤神奈川工業高校 

定時制  

R7.9.25 1～4年生13名 ・中央新幹線第２首都圏トンネル新設工事 

⑥横須賀工業高校 R7.10.15 2年生33名 ・NEXCO中日本新東名高速道路新秦野 IC～ 

新御殿場 IC間建設工事 

⑦向の岡工業高校 R7.10.31 2年生27名 ・新東名中津川橋工事 

⑧磯子工業高校 R7.11.06 3年生27名 ・野庭雨水地下貯水施設設置工事現場 

・福浦 JV給食センター 

⑨藤沢工科高校 R7.11.10 2年生35名 ・都岡小学校屋内運動場建替工事及び都岡 

小学校コミュニティハウス（仮称）新築工事 

⑩藤沢工科高校 R7.12.16 2年生22名 ・さかえ住宅(仮称)建替工事(第 1.第 2工区 

建築工事) 

⑪藤沢工科高校 R8.2.2 2年生14名 ・籠場橋耐震補強工事 

・第二東名貯水池工事 

   カ インターンシップへの支援 

企業 PR コンテンツ内で受入希望企業を紹介するほか、会員企業のインターンシップ受入れ 

状況を調査集計し、大学・専門学校及び工業高校に情報提供した。 

キ ２級土木・建築施工管理技術検定支援事業 

    神奈川県高等学校教科研究会工業部会工業高校の生徒で、令和７年度２級土木または２級建築一

次検定を受験する生徒に対し、試験受験料を助成した。（前期・後期どちらも対象） 

     助成対象人数   ６校  147名（土木 59名  建築 102名（14名は重複）） 

     助成額      一人あたり 3,000円 

ク ハローワーク横浜開催 企業説明会の協力 

     求職者を対象とした「建設の仕事と資格を知るセミナー」の後に、企業説明会を開催した。 

   開 催 日  令和７年８月６日 

   実施企業  岡山建設㈱、㈱渡辺組 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

 
⑶ 職場定着及び能力向上のための研修会 

ア 新入社員研修会（令和７年４月２日～４日） 

共 催  （一社）神奈川県建設業協会、東日本建設業保証㈱神奈川支店 

テーマ  新入社員に必要な心構えや基本的知識の修得 

会 場  神奈川県中小企業共済会館、横浜市開港記念会館 

     参加者  39社 103名 

イ 入職後フォローアップ研修（令和７年９月４日） 

共 催  （一社）神奈川県建設業協会、東日本建設業保証㈱ 

テーマ  人間力向上に向けて、コミュニケーション能力の向上と重要性 

会 場  TKP 東京駅カンファレンスセンター 

参加者  入社３年目程度の社員49名（他県参加者を含む） 
 
２ 魅力ある労働環境づくり 

⑴ 働き方改革の推進 

   ア 魅力ある労務環境づくり研修会 

     開催日  令和７年８月１日 

     場 所  神奈川県建設会館 

     参加者  77名（内 Web41名） 

     内 容  ・ 幹部、上司に知ってほしいハラスメントの影響 

～人材の確保、定着につなげるハラスメント防止セミナー～ 

             講師 中辻 めぐみ 氏（社会保険労務士法人 中辻・中村事務所） 

          ・ 女性社員の働きやすさと幹部、上司の心得 

～社員との意識のズレをなくすために大切なことは～ 

             講師 岸 厚子 氏（神奈川働き方改革支援センター） 
 

⑵ 女性活躍推進に関する環境の整備 

ア 現場に関わる女性社員交流会 

     開催日  令和7年10月17日 

     場 所  アニヴェルセルみなとみらい横浜 

     参加者  29社64名、見学者12名（内行政10名) 

     内 容  ・ トークショー「女性技術者と会社の歩み―ともに描く未来」 

登壇者：佐久間寿美江氏、石井高子氏、萩原忍氏、新井正和氏、 

國方広一郎氏 

          ・ グループワーク「女性が働きやすい環境にするにはどうすればよいか」 
 
３ 関係団体との懇談会 

⑴ 神奈川県型枠工事業協同組合・神奈川県鉄筋業協同組合との意見交換会（令和７年８月29日） 

  週休２日制、時間外労働規制、人材確保などの取り組み、課題等について意見交換を行った。 
 
４ 建設キャリアアップシステムの普及 

⑴ 全建「地域 CCUS推進委員会」への参加（令和８年３月25日） 

各都県建設業協会の取組状況等について情報交換を行った。 
 
５ 建設業退職金共済制度の運営 

   独立行政法人勤労者退職金共済機構から当協会が神奈川県域の業務を受託運営しているもので、

令和８年２月現在の状況は次のとおり。（ ）内は令和７年２月現在 

共済契約者数       6,781社（ 6,749社） 

被共済者数       78,104人（77,663人） 

共済手帳更新状況   19,892件（20,000件） 

退職金支給者数     1,792人（ 1,671人） 

退職金支給総額  14億7,188万円（15億8,542万円） 
 
 
 
 
 
 



 

 

 
６ 法定外労災補償制度 建設共済保険の普及 

（公財）建設業福祉共済団の建設共済保険（法定外労災補償）について、未加入会員にダイレク

トメールを送付。また、「企業ＰＲコンテンツ『かながわ建設企業 Job's BOOK 2025』」に建設共

済保険の広告を掲載し、制度の普及、加入促進に努めた。 

令和８年３月末現在231社（内会員53社）が加入している。 

（参考 令和７年３月末現在232社加入（内会員52社）） 
 

Ⅳ 企業の社会的責任への対応及びイメージアップの推進 

１ 各種災害協定等に基づく活動等 

⑴ 「災害時における応急仮設住宅の建設等に関する協定書」に基づく活動 

協定に基づき協力できる人員体制として、会員企業の建築、土木施工管理技士の人数を、神奈

川県及び政令市に提出した。（令７年４月30日） 
 
⑵ 「災害時における関東地方整備局管内の災害応急対策業務及び建設資材調達に関する協定書」

に基づく活動 

令和７年度の協力要請にかかる連絡体制表及び緊急連絡先会員名簿を作成、関東地方整備局に 

提出した。（令和７年５月７日） 
 
  ⑶ ビッグレスキュー（神奈川県・三浦市合同訓練）への参加 

     開催日 令和７年11月９日（日） 

    会 場 神奈川県立城ケ島公園ほか 

    主 催 神奈川県、三浦市 

     共 催 九都県市（埼玉県、千葉県、東京都、さいたま市、千葉市、横浜市、川崎市及び 

相模原市） 

    内 容 大正型関東地震（マグニチュード8.2、最大震度７を想定）し、道路啓開・緊急 

交通路確保訓練等の救出救助訓練の他、医療救護活動訓練等を実施した。 

        道路啓開・緊急交通路確保訓練では、横須賀支部が協力した。 
 
  ⑷ （一社）神奈川県建設業協会防災訓練 

    開催日 令和７年11月13日（木） 

    内 容 ・ 協会役員、本部及び支部の参加による通報訓練等 

・ 県との協定に基づく神奈川県公共建築物に係る地震時の点検の協力に関する 

協定書に基づく   自動出動訓練（３支部 ３社） 

・ 県との協定に基づく県営住宅等に地震時の災害応急活動に関する協定書に 

基づく自動出動訓 練（２支部 ２社） 
 
  ⑸ 「家畜伝染病発生時における防疫業務に関する基本協定書」に基づく活動 

   ア 県が開催した「令和７年度神奈川県特定家畜伝染病対策防疫演習」に本部及び県央支部、平

塚支部、藤沢支部、茅ヶ崎支部、秦野支部が参加した。（令和７年10月８日） 

   イ 県から特定家畜伝染病に係る防疫作業現地調査業務委託業務を受託し、相模原市及び伊勢原

市内の養鶏場の現地調査を実施し、現地調査報告書等を提出した。 
 
 ２ 災害に備えた活動 

⑴ 災害情報共有システムの運用 

    神奈川県土木事務所と会員企業（支部・組合）間で被災情報をリアルタイムに共有し、迅速な

災害復旧につなげるためのネットワークシステムの運用を継続した。また、小規模工事の書類デ

ータ共有による事務負担軽減にも取り組んだ。 

ア 本会が運用するシステム：建築関係の災害協定に基づく関係者で構成 

イ 支部・組合が運用するシステム（県土木事務所単位で構成） 

    ・ 小規模工事においても活用 ：横須賀土木、藤沢土木、小田原土木センター、県西土木 

・ 小規模工事においては未活用：平塚土木、厚木土木、東部センター 

   ウ 導入未定 

・ 津久井治水センター、横浜川崎治水事務所、川崎治水センター、流域下水道整備事務所 
 



 

 

  ⑵ 災害時等負傷者対応研修 

    共 催 （一社）神奈川県建設業協会・神奈川県建設産業団体連絡協議会 

    開催日 令和７年９月25日（木） 

    会 場 神奈川県建設会館 

    参加者 36名 

    内 容 令和６年度の基礎的な学ぶに引き続く形で、災害現場等で傷病者に不安なく対応 

できるよう、止血対応や救急隊に傷病者を適切に引き渡すための知識の習得など、 

より実践的な内容の研修を実施した。  
 
３ その他のイメージアップ活動 

⑴ 神奈川県魅力ある建設事業推進協議会（ＣＣＩ神奈川）への協力 

建設業に対する正しい理解と建設現場の改善や建設技能の向上を図ることを目的として実施す  

る「建設ステーション元気アップコンテスト・優秀技能者表彰」の募集に協力した。 

また、県内の中学生とその保護者を対象とした「令和7年度 建設ステーションふれあいツアー」

の開催にあたり当日使用するヘルメットの貸出、広報グッズの提供などで協力した。 

建設ステーションふれあいツアー 

ア 横浜コース（令和７年８月20日） 

  見学先 「横浜環状南線（仮称）栄 IC・JCT」「県立磯子工業高校」 

イ 県西コース（令和７年８月22日） 

  見学先 「新東名高速道路 河内川橋」「県立小田原城北工業高校」 
 

⑵ 関東建設青年会議への参画 

    関東地方７県建設業協会青年会等で構成する関東建設青年会議に、建設みらい委員会として 

参画。３月までの各種事業の参加は以下のとおり。 

・役員会（４回） 

・建設産業向上委員会（４回） 

・建設産業情報発信委員会（４回） 

・全国建設青年会議 全国大会準備会（２回） 
 

⑶ 社会貢献等イメージアップ活動等 

箱根駅伝コース徒歩パトロール等の実施 

   令和７年11月25日  神奈川県建設業協会、同建設みらい委員会 

   令和７年12月16日  藤沢土木協同組合（鎌倉・藤沢・茅ヶ崎支部） 

   令和７年12月16日  平塚支部 

   令和７年12月24日  小田原支部、湘南建設業協会 

  また、総合優勝を果たした青山学院陸上競技部の県知事表敬訪問に際し、会長等が同席した。 
 
４ 建設業総合補償制度の普及 

㈱建設産業振興センターを幹事代理店として、都道府県建設業協会等の会員専用に開発された、 

第三者賠償補償と工事補償（土木工事・建設工事・組立工事）をセットにした年間包括契約の団体

保険制度で、ホームページへのパンフレット掲載、現地代理店（２社）による個別説明などで加入

促進を図った。 

令和８年３月末現在の状況は次のとおり。（ ）内は令和７年３月末現在 

   ・第三者賠償補償 86社（86社）  ・土木工事補償  16社（19社） 

   ・建設工事補償  ９社（11社）  ・組立工事補償  ３社（４社） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

 

Ⅴ 情報の提供・発信  

１ 関係法令・通達の周知等 

   令和８年３月末現在で会員等に対し、121件の通知を行った。 

   法令通達等 40件  研修・講習等 29件  調査 18件  その他 34件 
 
２ ホームページの運営 

   関係機関等から提供された情報等を会員に速やかに提供するとともに、ホームページでの会員へ

の情報提供はもとより、地域建設業者の社会貢献活動など一般県民への情報発信にも取組んだ。 

また、協会の取組や建設業の魅力などを発信し、広く世間に建設業という仕事を身近に感じても

らうことを目的に、Instagramを令和７年１月から運用を始めた。 
 

Ⅵ  表彰 

１ 各種表彰 

⑴ 全建表彰（令和７年６月10日） 

    ・ 会員企業   １社 

    ・ 会員の従業員 15名 
 

⑵ 協会表彰（令和７年５月21日） 

    ・ 特別功労   ３名 

    ・ 優良会員   ４社 

    ・ 会員の役員  ２名 

    ・ 会員の従業員 24名 

    ・ 支部の職員  １名 
 

⑶ （独）勤労者退職金共済機構 建退共制度普及協力者表彰（令和７年10月１日） 

  ・ ㈱渡辺組 
 

Ⅶ 行事等の実施 

１ 協会活動活性化の取組み 

⑴ 支部との意見交換会 

    協会及び支部の諸課題等について支部役員等との意見交換会を開催した。 

    ５支部42名 

月 日 支部 参加者 月 日 支部 参加者 

令和７年５月15日 川 崎 13名 令和７年８月５日 小田原 ８名 

令和７年５月23日 鎌 倉 10名 令和７年６月６日 足 柄 ５名 

令和７年５月26日 秦 野 ６名  
 

⑵ 支部ヒアリング 

    県土整備局等発注機関との意見交換会や県議団等への要望にあたり、会員からの意見を広く伺

うため、また、今後の協会活動の参考とするため本年度は11支部で開催し207名が参加した。 

    テーマ ① 協会からの情報提供 

        ② 意見交換会及びヒアリング 

月  日 支部 参加者 月  日 支部 参加者 

令和７年５月13日 津久井 ６名 令和７年６月３日 茅ヶ崎 14名 

令和７年５月14日 県 央 54名 令和７年６月３日 平 塚  15名 

令和７年５月23日 藤 沢 14名 令和７年６月４日 横須賀 31名 

令和７年５月26日 大 和 ６名 令和７年６月５日 小田原 18名 

令和７年５月30日 海老名 21名 令和７年６月６日 足 柄 15名 

令和７年６月２日 伊勢原 13名  
 



 

 

 
２ 建設業関係殉職者合同慰霊祭の実施 

建設業労働災害防止協会神奈川支部との共催により合同慰霊祭を実施した。 

    開催日  令和７年11月17日 

    会 場  横浜市営日野共葬墓地 

    合祀者  令和７年度 ４柱  総数1,364柱 
 
 ３ 令和８年建設業関連5団体合同賀詞交歓会 

（一社）神奈川県建設業協会、建設業労働災害防止協会神奈川支部、神奈川県建設業健康保険     

組合、勤労者退職金共済機構建退共神奈川県支部、㈱神奈川県建設会館の5団体合同で賀詞交歓会を

実施した。 

    開催日  令和７年１月６日 

    会 場  横浜ベイシェラトンホテル＆タワーズ 

    参加者  約300名  
 

Ⅷ その他の事業 

１ 建設業経理検定試験事業 

（一財）建設業振興基金から当協会が業務を受託し実施した。 

⑴ 検定試験 

上期試験  令和７年９月７日（日） 会場 日本大学生物資源科学部 

下期試験  令和８年３月８日（日） 会場 日本大学生物資源科学部 

受験者総数 延べ1,544名（前年度 延べ1,272名） 

 １級財務諸表 １級財務分析 １級原価計算 ２ 級 ３ 級 ４ 級 

上期 88名 75名 114名 407名 － － 

下期 101名 95名 100名 447名 110名 7名 

合計 189名 170名 214名 854名 110名 7名 
 

⑵ 特別研修 

４級特別研修 令和７年10月９日～10日  受講者数 30人 

 ３級特別研修 令和７年11月11日～13日   受講者数 24人 
 

２ 監理技術者講習会事業 

 ㈱建設産業振興センターから当協会が講習会の管理業務について受託し実施。（11回576名） 

  開催日・会場・参加者 

月 日 参加者 会 場 講習内容 

令和７年５月16日 63名 

神奈川県 

建設会館 

第Ⅰ編 建設工事に関する法律・制度等 

（第１章）建設業を取り巻く社会、経済情勢 

（第２章）建設工事に関わる法律・制度の動き 

第Ⅱ編 建設工事の技術上の管理 

（第３章）施工計画及び施工管理等 

（第４章）品質管理 

（第５章）安全管理 

（第６章）環境管理 

第Ⅲ編 最近の建設技術動向 

（第７章）最近の建設技術の概況 

（第８章）最近の建設技術 

試験・講習修了履歴ラベルの交付 

令和７年６月13日 69名 

令和７年７月11日 62名 

令和７年８月22日 51名 

令和７年９月12日 33名 

令和７年10月３日 35名 

令和７年11月14日 48名 

令和７年12月５日 47名 

令和８年１月22日 47名 

令和８年２月13日 57名 

令和８年３月13日 64名 
 
 
 



 

 

 

Ⅸ 会議の開催 

１ 定時総会（令和７年５月21日） 

報告事項 ⑴ 令和７年度事業計画 

       ⑵ 令和７年度予算 

決議事項 ⑴ 令和６年度事業報告について 

⑵ 令和６年度決算について 

⑶ 理事の選任について 
 
２ 理事会    

第１回 令和７年４月24日 

協議事項 ⑴ 会員の入会について 

⑵ 令和6年度事業報告（案）及び決算（案）について 

 

⑶ 令和7年度定時総会の招集について 

⑷ 規程の改正について 

   第２回 令和７年５月21日 

     協議事項 ⑴ 専務理事の選任について 

   第３回 令和７年９月25日 

     その他  ⑴ 事業執行状況報告（令和７年４月～８月） 

   第４回 令和８年２月19日 

     協議事項 ⑴ 任期満了に伴う役員改選について 

   第５回 令和８年３月19日 

     協議事項 ⑴ 会員の入会について 

          ⑵ 令和８年度事業計画（案）について 

          ⑶ 令和８年度予算（案）について 

          ⑷ 女性部会について 

          ⑸ 規程の改正について 

          ⑹ 役員賠償責任保険の更新について 
 
３ 常任理事会 

   第１回 令和７年５月28日（書面開催） 

     協議事項 ⑴ 神奈川県議会議員団への要望について 

   第２回 令和７年６月19日 

     協議事項 ⑴ 会員の入会について 

          ⑵ 国土強靭化と公共事業予算の拡充に関する要望 

          ⑶ 三県連絡協議会への提出議題について 

   第３回 令和７年７月10日 

     協議事項 ⑴ 会員の入会について 

          ⑵ 神奈川県県土整備局への要望について 

   第４回 令和７年８月27日（書面開催） 

     協議事項 ⑴ 会員の入会審査について 

   第５回 令和７年９月11日 

     協議事項 ⑴ 会員の入会について 

          ⑵ かながわ PPP/PFI 地域プラットフォームへの参画について 

          ⑶ （一社）防衛施設強靱化推進協会との連携について 

   第６回 令和７年10月16日 

     協議事項 ⑴ 神奈川県県土整備局所長会への要望について 

          ⑵ 国土交通省関東地方整備局への要望について 

          ⑶ 横浜市への要望について 
 
 
 
 
 
 



 

 

 
   第８回 令和７年12月５日 

     協議事項 ⑴ 会員の入会について 

          ⑵ 関東地方整備局県内事務所への要望について 

          ⑶ 公共事業予算の拡充に関する要望 

          ⑷ 役員改選に係るスケジュールについて 

   第９回 令和８年２月12日 

     協議事項 ⑴ 任期満了に伴う役員改選について 
    
４ 常置委員会  

各委員会の所管事項について、次のとおり委員会を開催し審議を行った。 

⑴ 総務委員会 

    第１回 令和７年４月14日 

     協議事項 ア 会員の入会について 

イ 令和６年度事業報告（案）及び決算（案）について 

ウ 規程の改正について 

   第２回 令和７年４月21日（書面開催） 

     協議事項 ア 入会申込受理に伴う適否審査について 

    第３回 令和７年６月13日（書面開催） 

     協議事項 ア 入会申込受理に伴う適否審査について 

    第４回 令和７年７月２日（書面開催） 

     協議事項 ア 入会申込受理に伴う適否審査について 

    第５回 令和７年７月25日（書面開催） 

     協議事項 ア 入会申込受理に伴う適否審査について 

    第６回 令和７年８月22日（書面開催） 

     協議事項 ア 入会申込受理に伴う適否審査について 

    第７回 令和７年９月10日（書面開催） 

     協議事項 ア 入会申込受理に伴う適否審査について 

    第８回 令和７年12月２日（書面開催） 

     協議事項 ア 入会申込受理に伴う適否審査について 

    第９回 令和８年２月12日（書面開催） 

     協議事項 ア 全建表彰候補者の選考について 

    第10回 令和８年３月10日 

     協議事項 ア 会員の入会について 

          イ 令和８年度事業計画（案）及び予算（案）について 

          ウ 規程の改正について 

          エ 女性部会について 

          オ 協会表彰被表彰候補者の選考について 

    第11回 令和８年３月16日（書面開催） 

     協議事項 ア 入会申込受理に伴う適否審査について 
 
⑵ 企画委員会 

    第１回 令和７年６月12日 

     協議事項 ア 令和７年度要望事項について 

イ 神奈川県建設業協会の戦略的広報（案）について 

ウ 女性技術者交流会について 

エ 地域建設業支援事業（東日本建設業保証㈱助成事業）について 

    第２回 令和８年２月17日 

     協議事項 ア 令和７年度 企画委員会関係事業執行状況について 

          イ 令和8年度 各委員会主要事業計画（素案）について 

          ウ 地域建設業支援事業（東日本建設業保証㈱助成事業）について  
 
 
 
 
 
 



 

 

 
⑶ 土木委員会 

    第１回 令和７年６月11日 

     協議事項 ア 令和７年度要望事項について 

イ 神奈川県建設業協会の戦略的広報（案）について 

ウ 女性技術者交流会について  

エ 若手・中堅社員フォローアップ研修実施方針（案）について 

    第２回 令和８年２月16日 

    協議事項 ⑴ 令和８年度 委員会事業計画（案）について 
 

⑷ 建築委員会 

    第１回 令和７年６月13日 

     協議事項 ア 令和７年度要望事項について 

イ 神奈川県建設業協会の戦略的広報（案）について 

ウ 女性技術者交流会について 

エ 若手・中堅社員フォローアップ研修実施方針（案）について 

    第２回 令和８年２月13日 

     協議事項 ア 県住宅営繕事務所との意見交換会について 

          イ 令和８年度 各委員会主要事業計画（案）について 
 

⑸ 労務・環境委員会 

    第１回 令和７年６月17日 

     協議事項 ア 令和７年度要望事項について 

イ 神奈川県建設業協会の戦略的広報（案）について 

ウ 女性技術者交流会について 

エ 若手・中堅社員フォローアップ研修実施方針（案）について 

オ 出前講座 協力企業応募状況及び依頼状況 

          カ 魅力ある労務環境づくり研修会について 

    第２回 令和８年２月25日 

     協議事項 ア 令和８年度 各委員会主要事業計画（案）について 

イ 令和８年度 建設系工業高校との連携事業について（案） 

ウ 県内工業高校の最寄り駅における人材確保に向けたポスター広告に 

ついて（案） 

エ 女性部会について 
 

⑹ 建設みらい委員会 

    第１回 令和７年６月23日 

     協議事項 ア 令和７年度建設みらい委員会事業について 

イ 神奈川県建設業協会の戦略的広報（案）について 

ウ 女性技術者交流会について 

    第２回 令和８年２月２日 

     協議事項 ア 令和７年度建設みらい委員会関係事業執行状況について 

イ 令和８年度建設みらい委員会事業計画について 

ウ 女性部会（女性交流会）の活動について 

  



 

 

 

第３  会員の状況 

 

令和７年度は、入会２０社、退会６社となり、１４社増の５２２社となった。 

 

支  部  別  会  員  数 

 

（令和８年３月31日現在）      

支部名 令和７年度 令和６年度 
年間の増減 

差 引 
入 会 退 会 

横   浜 １０２ ８７ １６ １ １５ 

川   崎 ３５ ３６  １ △１ 

相 模 原 ３１ ３１    

津 久 井 ２４ ２５  １ △１ 

横 須 賀 ３７ ３８  １ △１ 

鎌   倉 １２ １２    

藤   沢 ３１ ２９ ２  ２ 

茅 ヶ 崎 ３１ ３１    

平   塚 ３５ ３４ １  １ 

小 田 原 ２８ ２８    

足   柄 ３３ ３４  １ △１ 

秦   野 ２０ ２０    

伊 勢 原 ２３ ２３    

県   央 ５６ ５５ １  １ 

海 老 名 １２ １３  １ △１ 

大   和 １２ １２    

合 計 ５２２ ５０８ ２０ ６ １４ 

 

 


